
外国人材雇用基礎セミナー
～外国人雇用のきほん～



現状理解
外国人材雇用状況について
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全国 外国人雇用状況
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在留資格別外国人労働者数の推移

国籍別外国人数

＊（令和７年１０月末時点）労働省データ

在留資格別労働者数

外国人労働者数
2,571,037人（前年比268,450人増加）
届出が義務化された平成19年以降
過去最多を更新
対前年増加率は11.7％と
前年の12.4%から0.7ポイント減少。

都道府県別外国人労働者数



青森県 外国人雇用状況
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＊（令和７年１０月末時点）青森労働局データ

外国人労働者数は6,882 人（前年比 692人増加）
届出が義務化された平成19年以降過去最高を更新

在留資格別外国人労働者の割合

国籍別外国人労働者の割合



在留資格について
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在留資格一覧
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現場で働く人材

・建設の現場作業員
・製造現場でのライン作業
・レストランの接客業
・介護職員等

現場以外で働く人材

・営業、事務
・外国語教師
・貿易事務
・施工管理等

どのような違いがあるのか？

技能実習 特定技能 技術・人文知識・国際業務

Q.どんな人材が自社に適しているのか
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基本人数枠
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技能実習採用コスト
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計 約300～350万円/年



技能実習採用スケジュール
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外国人材の在留資格制度の比較

14



技能実習の要件
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外国人技能実習制度の概要
外国人技能実習制度は、1960年代後半頃から海外の現地法人などの社員教育として行われていた研修制度が
評価され、1993年に制度化されたもの。
技能実習制度の目的・趣旨は、我が国で培われた技能、技術又は知識（以下「技能等」という。）の開発途上
地域等への移転を図り、当該開発途上地域等の経済発展を担う「人づくり」に寄与するという、国際協力の推
進である。
制度の目的・趣旨は1993年に技能実習制度が創設されて以来終始一貫している考え方であり、技能実習法には
基本理念として「技能実習は、労働力の需給の調整の手段として行われてはならない」（法第３条第２項）と
記されている。技能実習制度の内容は、外国人の技能実習生が、日本において企業や個人事業主等の実習実施
者と雇用関係を結び、出身国において修得が困難な技能等の修得・習熟・熟達を図るもので、期間は最長５年
とされ、技能等の修得は、技能実習計画に基づいて行われる。



技能実習の要件
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技能実習計画の認定
技能実習を行わせようとする者（実習実施者）は、技能実習計画を作成し、その技能実習計画が適当である旨
の認定を受ける必要があり、技能実習計画の認定は、外国人技能実習機構が行う。
技能実習計画に記載しなければならない事項や申請の際の添付書類は、技能実習法及びその関係法令で規定。
技能実習計画は、技能実習生ごとに、第１号、第２号、第３号のそれぞれの区分に応じて、認定を受け、特に
第３号技能実習計画については、実習実施者が、「技能等の修得等をさせる能力につき高い水準を満たすもの
として主務省令で定める基準に適合していること」が必要。
団体監理型の場合、実習実施者は技能実習計画の作成にあたり、実習監理を受ける監理団体の指導を受ける必
要がある。
実習実施者は、認定を受けた技能実習計画に従って技能実習を行う。仮に違反があった場合には、改善命令や
認定の取消しの対象になる。

実習実施者の届出
実習実施者は、技能実習の開始日にその他主務省令で定める事項を外国人技能実習機構に届け出る。

「優良」な実習実施者・監理団体について
実習実施者が第３号技能実習を行うには、外国人技能実習機構への技能実習計画の認定申請の際に「優良要件
適合申告書（実習実施者）」を提出し、技能等の修得等をさせる能力につき高い水準を満たすものとして主務
省令で定める基準に適合している実習実施者として、外国人技能実習機構から優良認定を受ける必要がある。
監理団体が第３号技能実習の実習監理を行うには、外国人技能実習機構への監理団体の許可申請の際に「優良
要件適合申告書（監理団体）」を提出し、技能実習の実施状況の監査その他の業務を遂行する能力につき高い
水準を満たす監理団体として、主務大臣から「一般監理事業」の区分での団体許可を受ける必要がある。
•*「優良要件適合申告書」における合計得点が満点の６割以上で、優良な実習実施者・監理団体の基準に適合
•*団体監理型で第３号技能実習を行う場合は、監理団体と実習実施者が共に上記「優良」である必要



受入れ時注意点
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技能実習生と育成就労制度の比較
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技能実習制度 育成就労制度

目的 人材育成 人材育成・人材確保

在留期限 1年～5年 原則3年

職種 91職種168作業
特定技能に沿った17業種
(特定技能へキャリアアップが目的のため)

転職 原則不可 一定の要件を設けた上で可

入国前の
日本語能力

目標なし A1(N5相当)の取得

人材育成の
認定

1号の終了時：技能検定基礎級
2号の終了時：技能検定三級

1年目の終了時：日本語Ａ１(Ｎ５相当)受験
3年目の終了時：日本語Ａ２(Ｎ４相当)合格

支援機関 監理団体 監理支援機関

人数枠 あり あり
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